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　X、Y、N及びK（N代表者）は、平成17年 4 月 1 日、えりも丸の用船料の支
払等に関して、要旨次の内容の記載のある同日付の「船舶使用料等の支払に関す
る合意書」と題する書面に調印した（本件用船料支払合意）。






成17年 4 月 1 日から平成26年 9 月30日までの114か月間分（月額330万円）の




















　本件用船料支払合意の第 3 条の定めに従い、X、Y及びNの 3 者により、同
条の債権譲渡契約に関する債権譲渡契約書として、Yを債権者、Xを債務者と
154　　早法 92 巻 2 号（2017）
する横浜地方法務局所属公証人渡邊公進作成平成17年第182号債権譲渡契約公正
証書（本件公正証書）が作成された。本件公正証書には次の記載がある。
（ア）　Nと Xとは、両者が平成17年 3 月30日付で締結した本件傭船契約に基づ































　Nは、平成21年 3 月 1 日、えりも丸を山口県柳井市所在の中村造船鉄工所に係
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船し、同年 2 月28日から 3 月 2 日までの間にえりも丸の乗員 6 名全員を順次解
雇した。
　平成21年 3 月 1 日以降、Xは、Yに対する本件用船料債権に対する支払をしな
くなった。






















　平成21年12月25日、XとNとは、平成22年 1 月 1 日から同年 3 月31日までの
備船料について、平成21年 9 月30日に締結した協定書と同内容（基本傭船料債権




















































































































































































































































































































定期傭船料債権譲渡」銀法761号68頁（2013年 8 月）・770号89頁（2014年 3 月）がある。




















（ 8）　潮見佳男『民法（債権関係）改正法案の概要』143頁（金融財政事情研究会、2015年 8 月）。
（ 9）　最三小判平成24年 9 月 4 日判タ1384号122頁。
（10）　小粥太郎「判批」ジュリ1453号80頁（2013年 4 月）参照。
（11）　最一小判平成18年12月21日民集60巻10号3964頁が、敷金返還請求権上の質権設定者につき
かかる義務を認めて以来、この点の理論的考察が深められてきている。例えば、白石大「担保
設定者の権限と義務」法教416号68頁以下（2015年 5 月）、拙稿「担保価値維持義務について」
月刊民事法情報250号20頁（2007年 7 月）参照。
（12）　鉄道・運輸機構ホームページ（http://www.jrtt.go.jp/02Business/Vessel/vessel─index.html）
からダウンロード可能な「船舶共有建造制度のご案内」と題するパンフレット 3・ 4頁参照。
（13）　船舶共有者に関する広義と狭義の区別につき、中村眞澄＝箱井崇史『海商法〔第 2 版〕』
73頁（成文堂、2013年 4 月）参照。
（14）　前田庸（座長）＝井上聡＝内田貴＝沖野眞巳＝神作裕之＝神田秀樹＝倉澤資成＝小塚荘一
郎＝瀬下博之＝早川吉尚＝樋口範雄＝松下淳一＝森田修＝森田宏樹『「債権管理と担保管理を
巡る法律問題研究会」報告書─担保の機能再論』10頁以下（日本銀行金融研究所、2008年 8
月）参照。担保の機能を分解（アンバンドリング）して、「優先弁済確保機能」、「倒産隔離機
能」及び「管理機能」という 3つの機能に分け、それぞれについて分析を加える内容となって
いる。
（15）　前掲（注12）鉄道・運輸機構ホームページ参照。
